様式第２号
令和　　年　　月　　日

　鳥取県知事　平井　伸治　様

法人名（団体名）：

所在地：

代表者職氏名：　　　　　　　　　　　印
地域レジリエンス推進事業　共同事業計画書
（１）全体概要
	


※地域防災計画により災害時に避難施設等として位置付けられた公共施設に、平時の温室効果ガスの排出抑制に加え、災害時にもエネルギー供給等の機能発揮が可能な再生可能エネルギー設備等を導入する事業として取り組む概要を記載してください。
（２）事業実施を予定する施設
	鳥取県立鳥取東高等学校　及び　鳥取県立鳥取工業高等学校


（３）地元企業等活用計画
	


※設置工事や保守管理での県内企業の活用や県内地域新電力との連携予定があれば記載してください。
（４）導入設備概要
	


※導入する設備等に関する説明を（複数の設備を導入する場合は、設備ごとに）記載してください。
※補助対象となる設備は数量・能力（容量）を漏れなく記載してください。
※災害時に必要となる発電規模の想定量も記載してください。
（５） システム図
	

	


※システムの全体像が分かる資料（システム図）は別添でも構いません。
（６）実施体制
※様式第３号により事業の実施体制について以下の2通り図解してください。
・設計・監理・工事のそれぞれについて、契約方式（予定可）を記載の上、補助対象経費で実施する部分を枠で囲ってください。
・管理・運営のそれぞれについて、記載してください。
（７）災害時の運用体制
	


※災害時に再生可能エネルギー設備等が確実に稼働し、施設内にエネルギー供給を実施するための運用方法について、（マニュアル等の整備や訓練の実施等）実施する内容を具体的に記載してください。
（８）実施スケジュール

※様式第４号で作成してください。
※令和5 年1 月31 日までに支払いが完了するスケジュールにしてください。
（９）導入設備の耐震

以下を確認し、☑を付けてください。
☐本補助金の交付を受けて導入する設備等については、『建築設備耐震設計・施工指針』（監修：独立行政法人建築研究所）等に基づき、評価・施工を実施します。
☐補助対象設備（省エネルギー設備を除く。）の設置にあたっては、耐震クラス「Ｓ」で設置します。
（１０）事業による直接効果（想定発電量及びランニングコスト削減額）
	


※導入予定設備による想定発電量及び中国電力「従量電灯A」の電気料金を基にランニングコスト削減額を算定してください。
（１１）事業完了後の設備の維持管理体制及びCO2削減効果計測方法

	


※事業完了後の設備の保守点検管理を含めた維持管理体制及びCO2削減効果の計測方法を具体的に記載し、必要に応じて根拠資料を添付してください。

※CO2削減効果の算定は、原則として推計値ではなく実測値で行うこととしてください。
※事業完了日の属する年度の終了後3年間、環境大臣に対してCO2削減効果等に関する報告する必要があります。
（１２）事業経費の配分
	項　目
	内　容
	補助対象経費
	負担区分

	
	
	
	国補助金
	県補助金
	その他

	
	
	円

	
	円

	円


	合　計
	
	
	
	
	


